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○播磨町立小学校及び中学校における学校給食の実施に関する規則 

令和４年８月24日教育委員会規則第５号 

播磨町立小学校及び中学校における学校給食の実施に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、学校給食（播磨町立小学校及び中学校（以下「播磨町立学校」という。）

に係るものに限る。以下同じ。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、播磨町学校給食費に関する条例（令和４年条

例第16号。以下「条例」という。）において使用する用語の例による。 

（学校給食の実施回数） 

第３条 １会計年度当たりの学校給食の実施回数は、播磨町教育委員会（以下「教育委員会」と

いう。）が別に定める基準に基づき、校長が定めるものとする。 

（学校給食の提供の申込み等） 

第４条 学校給食費負担者は、学校給食の提供を受けようとするときまでに、条例、播磨町学校

給食費に関する条例施行規則（令和４年規則第37号）及びこの規則の規定並びに教育委員会が

別に定める契約内容（以下「契約内容」と総称する。）に同意する意思を示した書面（以下「学

校給食提供申込書」という。）を教育委員会に提出しなければならない。 

２ 学校給食費負担者が学校給食提供申込書を提出していない場合において、当該学校給食費負

担者に係る学校給食の対象となり得る者が学校給食の提供を受けたときは、当該学校給食費負

担者が契約内容に同意したものとみなす。 

３ 教育委員会は、前項の規定が学校給食費負担者に適用されたときは、当該学校給食費負担者

に対し、前項の規定が適用されたことを通知するものとする。 

（学校給食の停止） 

第５条 教育委員会は、学校給食の対象となり得る者が次の各号のいずれかに該当するときは、

当該各号に定める期間について、当該者に対する学校給食の全部又は一部を停止するものとす

る。 

(１) 食物アレルギー等の疾患により牛乳（調理に用いるものを除く。以下同じ。）、パン又

は学校給食の全部を摂取することができないことについて、医師の診断を受けているとき 

これらを摂取することができない期間 

(２) ５日（学校給食を実施しない日を除く。）以上連続して学校給食の提供を受けられない

場合であって、学校給食実施予定日（学校給食物資の発注対象となっている日をいう。以下

同じ。）の７日（学校給食を実施しない日を含む。）以上前に学校給食費負担者から教育委

員会に対して次項の規定による申請があったとき 当該申請により停止を希望する期間のう

ち教育委員会が特に必要と認める期間 

(３) その他教育委員会が必要と認めるとき 教育委員会が必要と認める期間 

２ 学校給食費負担者は、前項の規定により学校給食の停止を希望するときは、学校給食の停止
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を希望する理由を証する書類を添えた播磨町学校給食停止申請書（様式第１号）を学校を経由

して教育委員会に提出しなければならない。 

３ 学校給食費負担者は、第１項の規定により学校給食を停止されている期間内において、当該

停止に係る理由が消滅したときは、播磨町学校給食再開届（様式第２号）を学校を経由して教

育委員会に提出しなければならない。 

（学校給食の終了） 

第６条 学校給食費負担者は、学校給食の対象となり得る者が次のいずれかに該当する場合にお

いて、当該者に対する学校給食の提供を終了させようとするときは、当該終了させようとする

学校給食実施予定日の７日（学校給食を実施しない日を含む。）以上前に、播磨町学校給食終

了届（様式第３号）を学校を経由して教育委員会に提出しなければならない。 

(１) 播磨町立学校以外の学校に転学するとき（転学前において播磨町立学校に登校する見込

みがないときを含む。）。 

(２) その他町長が特別の理由があると認めるとき。 

（学校給食の中止） 

第７条 教育委員会は、次のいずれかに該当するときは、学校給食の全部又は一部を中止するこ

とができる。 

(１) 臨時休業（学校保健安全法（昭和33年法律第56号）第20条の規定により臨時に学校の全

部若しくは一部を休業すること又は学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号）第63条

（同令第79条において準用する場合を含む。）の規定により臨時に授業を行わないことをい

う。）を実施したとき。 

(２) 天災地変その他やむを得ない理由により学校給食を実施することが困難であると認めら

れるとき。 

（補則） 

第８条 この規則で定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ この規則を施行するために必要な準備行為は、この規則の施行前においても行うことができ

る。 
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様式第１号（第５条関係） 
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様式第２号（第５条関係） 
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様式第３号（第６条関係） 

 


